
2021年版
グローバルシェアードサービス サーベイ
結果概要（抄訳版）
デロイトグローバルシェアードサービスサーベイについて

本サーベイは、シェアードサービスの実態・トレンドの把握を目的に、シェアードサービスに取り組んでいる企業を

対象として、デロイトがグローバルレベルで隔年で実施しているサーベイである

調査概要

2021年のサーベイでは、 「ロケーション及び組織」、「戦略及びスコープ」、「価値とその実現アプローチ」、

「オペレーション」、「今後の方向性」等のカテゴリー毎に質問項目を設定し、45ヶ国、約600社の過去最多の

企業から回答を得た

調査回答企業の概要

消費財

29%
自動車 4%

ホスピタリティ
10%

小売・
消費財 15%

資源・エネルギー・生産財

29%

テクノロジー・メディア・通信

13%

政府・公共サービス

4%

石油・
ガス 10% 電力 4%生産財 15%

通信・メディア 4%テクノロジー 9%

回答企業の本社所在地は45カ国に亘り、
SSC*1の拠点は約75カ国に亘る

金融サービス

11%
不動産 3%保険 3%銀行 5%

ライフサイエンス・ヘルスケア

13%
ヘルスケア 4%ライフサイエンス 9%

政府（高等教育を含む） 4% 

親会社の幹部だけでなく、

SSC組織の幹部も調査対象に含む

消費財、資源・エネルギー・生産財の

2業界が回答企業の50％以上を占める

回答企業の約56％が
売上高50億ドル以上を有する

*1：シェアードサービスセンターの略称



図表1：SSC拠点において享受できる戦略的なメリット

ロケーション及び組織

• SSC活用から得られる最大のメリットとして「人材の質」が挙げられ、従来、SSCを活用する最大の理由とし

て挙げられてきた「低コスト」を上回った

•一方、SSC活用の留意事項として、「コストの上昇」、「人材獲得力の弱さ」、「政治情勢」が上位に挙げら

れている
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図表2：SSC拠点における留意事項

86%

75%

74%

73%

56%

54%

32%

20%

人材の質

低コスト

技術的能力

多言語対応

ビジネスのしやすさ

時間帯の重なり

データセキュリティ

税制優遇措置/税制上のメリット

74%

53%

37%

32%

32%

18%

コストの上昇

人材獲得力の弱さ

政治情勢

低品質/人材不足

自然災害のリスク

金融不安



図表3：SSCにおける領域数（経理・財務、人事等）

図表4：対象領域（トランザクション業務・ナレッジ業務を含む）

戦略及びスコープ (1/2)

•複数領域を対象とするSSCが引き続き最も多く、

SSC全体の約82%が3領域以上のサービスを提供している

•対象領域は、依然として「経理・財務」、「人事」、「IT」が中心となっているが、

ビジネス貢献の度合いが高い「購買」や「カスタマーサービス」などのSSC化も引き続き進んでいる
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回答企業数の割合(%)
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89% 88%

63% 63%

47% 53%

42% 37%

N/A* N/A*

40% 30%

34% 32%

N/A* N/A*

16% 15%

20% 15%

23% 17%

16% 19%

N/A* N/A*

SSC (2021年)

*当該項目は、2017年及び2019年調査に含まれていない
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図表5：SSC/GBSにおけるガバナンスモデル

戦略及びスコープ (2/2)

• SSC/GBSが成熟するにつれ、ガバナンスモデルは、領域別独立運営型や家主・テナント型ではなく、

領域別レポートラインを有するハイブリッド型モデルが多く採用されている
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領域別

独立運営型

領域別レポートラインを

有するハイブリッド型

家主/テナント型

複数領域

統括型

参考：SSC/GBSガバナンスモデルの類型

Decentralized Centralized

領域別独立運営型
（スタンドアロン型）

各領域（経理、IT、人事
等）それぞれがシェアード

サービスを設立し、それぞ

れによる運営・改善が行

われているモデル

家主・テナント型

各領域（経理、IT、人事等）
がそれぞれがシェアードサービスを

運営しつつ、オフィスや総務、IT
等の設備や一部法人としての機

能を各領域横断で運営している

モデル

複数領域統括型
領域別レポートラインを
有するハイブリッド型

各領域（経理、IT、人事等）が
それぞれがシェアードサービスを運

営しつつ、設備等に加え、継続的

改善、サービス管理、プロセスオー

ナーシップ等の企画・管理機能が

GBSリーダーの下、各領域横断で
運営しているモデル
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営業

経理

マーケティング

人事
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IT, 法務等
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CFO
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COO

Loc 1 Loc 3Loc 2

営業

経理

マーケティング

人事

購買

集約オフィス, 総務
IT, 法務等

継続的改善機能

サービス管理

プロセスオーナーシップ

GBS Leader

EVP Sales

CFO

CMO

CHRO

COO

Loc 1 Loc 3Loc 2

営業

経理

マーケティング

人事

購買

集約オフィス, 総務

IT, 法務等

継続的改善

サービスマネジメント

プロセスオーナーシップ

GBS 
Leader

GBS責任者が全てのシェアード
サービスの運営に対する責任

を負い、運営されているモデル

※各型の状態定義については、下段参照



図表6：GBS/SSCへの投資の目的及び効果

価値とその実現アプローチ (1/2)

• 「業務標準化・効率化」は、GBS/SSCへ投資する目的として、「コスト削減」を上回った

• 「コスト削減」は引き続き、SSC設立から得られる即時的な効果であるが、

企業は「ビジネス価値の提供」及び「デジタル化推進の加速」の効果も期待している
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88% 84%

73%

61% 59%

36%

78%
88%

63%
54%

67%
58%

業務標準化・効率化 ビジネス価値の提供 ケイパビリティ向上

投資の目的 達成した目的

コスト削減 全体的な事業戦略

及び計画

デジタル化推進の

加速



図表7：エンドユーザー（ビジネスユニット側）がGBSセンターとやり取りする際の障壁

価値とその実現アプローチ (2/2)

• カスタマーエクスペリエンス向上の取り組みにおいて、GBSセンターとやり取りする際の主な障壁に、

「セルフサービス機能の不足」及び「問い合わせ内容の未解決」が挙げられた

•企業は、「ボイス・オブ・カスタマー調査」、「達成すべきサービスレベルの合意」、

「SSCからビジネスユニット側への十分な情報開示」などの施策を通じて、カスタマーエクスペリエンス向上

に向け積極的に取り組んでいる
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図表8：カスタマーエクスペリエンス向上に向けた施策
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29%

36%

39%

57%
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経営層による訪問

インフラ/ツールへの追加投資

マネジメント会議の共同開催

SSCからビジネスユニット側への十分な情報開示

達成すべきサービスレベルの合意

ボイス・オブ・カスタマー調査



35%

39%

40%

47%

62%

62%

77%

継続的な教育への金銭的サポート

パフォーマンスに応じた報酬

SSC以外の組織へのジョブローテーション

企業ブランド/レピュテーションの構築

継続的な改善/イノベーションの機会

ウェルビーイングの機会/フレキシブルワークの実践

強い企業文化の醸成
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図表9：SSCのリーダー/マネジメント層における女性及び/またはマイノリティ比率

オペレーション (1/1)

•回答企業の約70%において、リーダー層での女性またはマイノリティの比率は少なくとも3分の1であった

•人材リテンションの施策として、「強い企業文化の醸成」、「ウェルビーイングの機会/フレキシブルワークの

実践」の重要性が一層高まっており、金銭的なインセンティブも従来通り重要視されている
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図表10：人材のリテンションに向けた実施済み施策
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30%未満
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図表11：GBS組織におけるテクノロジー活用・その他施策

今後の方向性 (1/2)

•過去調査と同様に、「RPA」はGBS組織において最も活用されているテクノロジーであり、

今後1-3年間においても引き続き、最も注力される領域となっている

• 「イノベーション文化の醸成」、「セルフサービス機能」、及び「分析/レポーティング体制」は、

今後1-3年間における注力領域として浮上している
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主なテクノロジー・施策

ケースマネジメントに向けたテクノロジーの活用
(例：ServiceNow)

バーチャルアシスタント (チャットボット、対話型AI等)



図表12：
RPAの取り組み全体でのコスト削減効果

今後の方向性 (2/2)

• RPAにより20-40％以上のコスト削減を実現した回答企業は9%から20％へ増加しており、

効果を創出している企業が増えている

• RPAによるコスト削減効果が10%未満の回答企業が抱える最大の課題は、

自動化施策の分散とプロセス/技術的な複雑さである

• COVID-19の影響により、回答企業の大多数（87%）は、

ビジネスの継続性を確保するためにリモートワーク機能の拡張に注力している
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図表14：今後2-5年間の計画において、COVID-19から最も大きな影響を受けた取り組み
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図表13：
RPAの取り組みにおける課題
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コスト削減への注力

バーチャル業務の拡大

デジタル化推進の加速

リモートワーク機能の拡張
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